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要       約 

本系群について、資源量指標値に基づき資源状態を評価した。資源量指標値には、日本

海べにずわいがに漁獲成績報告書の単位努力量当たり漁獲量（CPUE）を標準化して得られ

た許可水域別の標準化 CPUE を使用した。本系群は主にかご網によって漁獲され、我が国

EEZ（一部日韓北部暫定水域と重複）における漁獲量は 1980 年代には 40,000 トンを超え

ていたが、その後減少し、2003 年には 12,055 トンとなった。2007 年には 16,902 トンまで

増加してその後は横ばいで推移したが、2015 年以降再び減少し、2023 年は 11,329 トンで

あった。日韓北部暫定水域内の漁場を利用している韓国の漁獲量（韓国 EEZ と日韓北部暫

定水域の内訳は不明）は 2021 年以降急増している。 

許可水域別では、大臣許可水域の 2023 年の漁獲量は 5,939 トンであり、直近 5 年間（2019

〜2023 年）の平均漁獲量は 4,896 トンであった。標準化 CPUE は 2020 年以降増加傾向に

あり、2023 年は 38.2 万であった。直近 5 年間（2019〜2023 年）の動向は増加と判断され

た。1980〜2023 年の資源量指標値に累積正規分布をあてはめたところ、現状（2023 年）は

61.0%の資源水準であると評価された。 

一方、知事許可水域の 2023 年の漁獲量は 5,390 トンであり、直近 5 年間（2019〜2023

年）の平均漁獲量は 5,855 トンであった。標準化 CPUE は 2004 年以降緩やかな増加傾向に

あり、2023 年は 51.6 万であった。直近 5 年間（2019〜2023 年）の動向は横ばいと判断さ

れた。1980〜2023 年の資源量指標値に累積正規分布をあてはめたところ、現状（2023 年）

は 93.2%の資源水準であると評価された。 

調査船調査から、近年の大臣許可水域では豊度の高い年級群の漁獲加入が続き資源量の

増加に貢献したことが示される一方で、数年後には加入量が大きく減少することが予想さ

れている。したがって、大臣許可水域においては近年の加入群を長期的に維持しながら利

用することが重要である。また、本系群の漁場は日韓北部暫定水域と重複していることか

ら、日韓双方の操業状況を把握し、共同で資源保護に努める必要がある。 

 

本資料では、管理基準値や漁獲管理規則など、資源管理方針に関する検討会（ステークホ

ルダー会合）の議論をふまえて最終化される項目については、管理基準値等に関する研究

機関会議資料において提案された値を暫定的に示した。  
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されている。成熟脱皮後間もない個体も同様に生殖腺が小さいことから、生殖腺の機能的

成熟には成熟脱皮後一定期間が必要と考えられる（養松ほか 2007）。 

 雌は甲幅 52〜82 mm に達する 10〜12 齢期への脱皮が成熟脱皮となる（伊藤 1976、養松

ほか 2012、前田・内山 2013、前田・内山 2024）。成熟サイズは海域や水深によって異な

り、餌料環境による影響が指摘されている（養松ほか 2012、前田・内山 2013）。成熟脱皮

後に卵巣の発達が開始して初めての産卵を行う（養松・白井 2006）。主産卵期は 2～4 月で

ある。隔年産卵を行い、抱卵期間は約 2 年である（伊藤 1976、Yosho 2000、Yamamoto et al. 

2024）。 

 

（4）被捕食関係 

 イカ類のほか、エビ類、カニ類、ヨコエビ類などの甲殻類、微小貝類および小型魚類等

を捕食する（上田 1963、養松 未発表）。本種以外のカニ類が分布しない水深帯でも胃内容

物にカニ類が出現することから、共食い（生体または自他の脱皮殻）の可能性が指摘され

ている（養松 2009）。ただし、死亡したベニズワイガニの成体を餌料としたかご網による

漁獲試験では同種の雄に対する誘引効果はないことが知られており（渡部・本多 2005）、

少なくとも大型個体同士の積極的な共食いはないものと考えられる。 

着底直後の稚ガニはアゴゲンゲやヤマトコブシカジカなどの魚類に捕食される（小西ほ

か 2012、前田 2024）ほか、より大型の個体はドブカスベによる捕食が知られている

（Okiyama 2004）。 

 

3. 漁業の状況 

（1）漁業の概要 

 日本海のベニズワイガニ漁業は、富山県における 1941 年の底刺網による漁獲が発端で

ある。しばらく刺網による漁業が行われてきたが、1962 年にかご漁法が開発され、1964 年

には全船がかご漁業に転換した。その後、1967 年に鳥取県においても富山県のかご漁法に

ならった試験操業が好成績で、以後当業船による操業が始まった（日本海ベニズワイ研究

チーム 1995）。現在は若干量の混獲を除き、ほとんどがかご網で漁獲されている。 

かご網漁業は操業水域によって二つの許可漁業に分かれている。東経 134 度以西の兵庫

県から島根県の地先と大和堆・新隠岐堆などの沖合漁場で行われる漁業は大臣許可漁業に、

青森県から兵庫県の各県地先で行われるものは知事許可漁業に区分されている（図 3-1）。

いずれの許可漁業でも、省令により雌は全面禁漁、雄についても甲幅 90 mm 以下は禁漁と

なっている。水産庁は、特に資源の悪化が懸念された大臣許可水域および兵庫県の知事許

可水域（日韓北部暫定水域を除く）を対象として、2005～2011 年度に本種の資源回復計画

により、休漁期間の延長や改良漁具の導入などの措置を講じてきた。さらに、2007 年漁期

（9 月～翌年 6 月）より鳥取県境港に水揚げする全船を対象に個別割当制による漁獲量の

上限が設定されている。大臣許可船として唯一境港以外を根拠地とする兵庫県船 1 隻につ

いても、2010 年漁期から個別割当制が導入されている。資源回復計画は 2011 年度末で終

了したが、同計画で実施されていた措置は、2012 年度以降、新たな枠組みである「資源管

理指針・計画」および「資源管理協定」の下で継続して実施されている。 

 以前は日本海北西部の我が国 EEZ 外においても漁業が行われていたが、2007 年以降は
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我が国 EEZ 内の漁獲のみとなっている。EEZ 内では、大臣許可水域の大半と知事許可水域

の一部が日韓北部暫定水域（以下、暫定水域）と重複しており、韓国等の外国漁船と競合

する漁場となっている。 

 

（2）漁獲量の推移 

 我が国 EEZ 内（大臣許可水域および知事許可水域の合計）における 1978 年以降のベニ

ズワイガニの漁獲量は、漁獲努力量の増大に伴い 1984 年には 44,123 トンまで増加したが、

その後減少し、2003 年には 12,055 トンとなった。2007 年には 16,902 トンまで回復し、以

降は 15,100～16,600 トンの範囲内で推移した。2015 年以降は再び減少に転じ、2020 年には

1978 年以降における最低値の 10,052 トンとなった。以後は同程度の水準で推移しており、

2023 年は 11,329 トン（暫定値）であった（図 3-2、表 3-1）。 

 我が国 EEZ 外（日本海北西部海域）における漁獲量は 1983 年の 11,682 トンをピークに

減少し、1988 年以降は 2005 年を除き 3,000 トン以下で推移した後、2007 年以降の漁獲は

ない（表 3-1）。韓国の漁獲量は 1993 年以降、韓国 EEZ 内と暫定水域の合計値のみ把握さ

れている。2015 年には最大値の 41,647 トンに達したが、その後著しく減少した。2021 年

以降は増加に転じており、2023 年は 31,584 トンとなった。 

 許可水域別の漁獲量では、大臣許可水域で 1985 年前後には 30,000 トンを超え、我が国

EEZ 内の漁獲量の約 8 割を占めるほどであったが、1980 年代後半以降著しく減少し、2003

年には 5,276 トンとなった。その後回復し、2007 年 9 月以降に個別割当制が導入されて以

降は 10,000 トン前後で安定していたが、2015 年を境に再び減少に転じ、2019 年以降は過

去最低水準となる 4,500 トン前後で推移した。2023 年は増加に転じて 5,939 トンであり、

直近 5 年間（2019〜2023 年）の平均漁獲量は 4,896 トンであった。一方、知事許可水域で

は 2007 年以降、6,000 トン前後でほぼ横ばいで推移しており、2023 年は 5,390 トン（暫定

値）であった。直近 5 年間（2019〜2023 年）の平均漁獲量は 5,855 トンであった（図 3-2、

表 3-1）。 

 
（3）漁獲努力量 

 漁獲成績報告書に記載されているかご数を集計し、大臣許可水域および日本海北西部海

域（我が国 EEZ 外）における努力量として求めた（図 3-3、表 3-2）。大臣許可水域では、

1988 年に 350 万かごを超える努力量があったが、その後急激に減少し、1994 年以降は 2000

年代に入るまで 110 万かご前後で横ばいで推移した。2003～2006 年には 100 万かごを下回

ったものの、2007 年以降日本海北西部海域での操業ができなくなったことから大臣許可水

域への漁場移動が起こり、2007〜2010 年には一時的に 100 万かご以上に増加した。その後

は 80 万かご前後で安定して推移していたが、2021〜2022 年にかけて大幅に減少し、統計

開始以降の最低値となる 59 万かごとなった。しかし、2023 年は 77 万かごに増加した。 

 大臣許可水域の漁場ごとの努力量は、いずれの漁場でも 2017〜2019 年ごろから減少傾

向にあったが、2023 年は全ての漁場で増加した。特に大和堆で努力量が大きく増加した（補

足資料 3）。  
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4. 資源の状態 

（1）資源評価の方法 

資源評価は「令和 6（2024）年度 漁獲管理規則および ABC 算定のための基本指針（FRA-

SA2024-ABCWG02-01）」（水産研究・教育機構 2024）での 2 系資源の管理規則で用いられ

る資源水準の判定方法を参考に、過去の資源量指標値に累積正規分布をあてはめ、現状

（2023 年）の資源水準を評価した（補足資料 1）。資源量指標値は、日本海べにずわいがに

漁業漁獲成績報告書の単位努力量当たり漁獲量（CPUE）を標準化して得られた許可水域別

の標準化 CPUE を使用した（補足資料 2）。 

 

（2）資源量指標値の推移 

 大臣許可水域の資源量指標値には約 15 年周期の増減が認められる。1982 年に 67.6 万

（過去最高値）となった後は 1989 年の 18.4 万まで減少した。その後、1990 年代後半にか

けて 30.0 万台後半まで増加したものの、以降減少し、2002 年には 17.7 万（過去最低値）

となった。その後は再び増加に転じたが、2014 年以降大きく減少して、2019 年には過去最

低に近い 20.1 万まで減少した。その後は増加傾向にあり、2023 年は 38.2 万であった。直

近 5 年間（2019〜2023 年）の動向は増加と判断された。本海域における 2020 年以降の資

源量指標値の急増は、隠岐西方海域におけるまとまった漁獲加入の影響が大きいと判断さ

れる（詳細は「（5）今後の加入量の見積もり」を参照）。 

知事許可水域の資源量指標値は統計開始以降概ね 20.0 万～50.0 万の範囲で推移してお

り、大臣許可水域と比較して変動幅が小さい。2004 年以降は緩やかな増加傾向にあり、2021

年には過去最高値の 52.5 万に達した。その後はほぼ同水準で推移しており、2023 年は 51.6

万であった。直近 5 年間（2019〜2023 年）の動向は横ばいと判断された（図 4-1）。 

  

（3）資源水準 

 大臣許可水域と知事許可水域の資源量指標値（1980〜2023 年）にそれぞれ累積正規分布

をあてはめたところ、現状（2023 年）の資源量指標値は大臣許可水域で 61.0%、知事許可

水域で 93.2 %水準であると評価された（図 4-1、補足表 5-1、5-3）。なお、資源量指標値の

年変動の大きさを示す指標 AAV（Average Annual Value）は大臣許可水域で 0.13、知事許

可水域で 0.09 であり、それぞれの海域における資源量指標値が平均で毎年 13%または 9 %

程度上昇もしくは低下していたことを示している。 

 

（4）漁獲物の甲幅組成  

 大臣許可水域・知事許可水域それぞれにおける漁獲物の甲幅組成を図 4-2〜4-4に示した。

大臣許可水域の漁獲物の大部分が水揚げされる境港市場では、資源量指標値が最高値とな

った 2011 年はいずれの海域でも甲幅 90～100 mm の個体が主体であった。しかし、資源量

指標値が低下した 2016～2020 年は甲幅 90 mm 付近の小型個体が浜田以西・隠岐西方海域

を中心に減少した。これは、この間に新規に漁獲加入する個体数が減少したためと考えら

れる。一方、近年では浜田以西・隠岐西方海域において 90 mm 付近の個体が増加傾向にあ

り、これは「（5）今後の加入量の見積り」で後述するように、2014 年ごろに発生した卓越

年級群が漁獲加入したためと考えられる（図 4-2）。 
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 知事許可水域である富山湾と新潟県上越沖では、例年甲幅 100 mm 以上にモードが認め

られる。大臣許可水域と比較して漁獲物は大きく、成体の比率も高い傾向にある（図 4-3、

4-4、補足資料 4）。 

 

（5）今後の加入量の見積り 

 調査船調査の結果から、各海域における今後の新規加入量の情報が得られている（図 4-

5〜4-7、補足資料 4）。大臣許可水域に含まれる隠岐西方海域では、2014 年ごろから発生し

始めた豊度の高い年級群が成長し続け、2019 年には漁獲対象サイズである甲幅 90 mm に

達しはじめた。隠岐西方海域の資源量指標値が 2020 年以降大きく増加したのは、この年級

群が漁獲加入したことが要因と考えられる（補足資料 3）。しかし、甲幅 10 mm 台のごく小

さな個体は 2020 年以降きわめて少ない水準にあり、数年後には漁獲加入量が著しく減少

することが懸念される（図 4-5、補足資料 4）。 

 知事許可水域に含まれる兵庫県香住沖および富山湾では、2020 年以降、甲幅 10 mm 台

の個体の豊度が高い状態が続いている。今後、これらが成長・生残し、資源に加入するか

どうかを調査船調査によってモニタリングしていくことが今後の加入量を見積もる上で重

要である（図 4-6、4-7）。 

 

5. その他 

 本資源の持続的な利用を実現するためには、親魚の保護と資源の取り残しが特に重要で

ある。 

 本種の雌は全面禁漁であり、雌の親魚保護に対して一定の役割を担っていると考えられ

る。しかし、かご網の浸漬時間が短い場合には雄よりも雌が多く混獲される場合があり（安

達 1988）、混獲された個体の多くは放流後に死亡する（渡部・山崎 1999）。したがって、

後述するように雌がかご網に入らないような工夫が必要である。また、ズワイガニ類の再

生産では雌だけでなく雄の存在も重要とされる。特にベニズワイガニの未成体雄（成熟脱

皮を終えていない、ハサミの小さい個体）は生殖腺重量が小さく、再生産の主体は成熟脱

皮後の成体雄と考えられている（養松ほか 2007）。このため、本種の雄の親魚を保護する

ためには未成体雄の漁獲を低減し、成体雄の比率を高めることが重要である。現状の大臣

許可水域では漁獲物に占める未成体雄の割合が高く、雄の親魚確保が課題である。 

 本種の親魚の保護効果を高める手段としては、かご網の浸漬時間の延長と操業水深の調

整の 2 点が挙げられる。浸漬時間は 4 日以上で全ての雌が、7 日以上で甲幅 95 mm 以下の

雄がかご網から脱出するため、可能な限り 1 週間以上、少なくとも 4 日以上は漁具を設置

しておくことが望ましい（渡部・山崎 1999）。また、本種はサイズごとに生息水深が分か

れており、甲幅 40 mm 以上の個体では深いほど小さな個体が分布する（養松・白井 2007）

ため、深場での操業自粛が未成体の保護に有効である。これらの方法は、漁獲物に占める

成体雄や大きな個体の比率を高めるため、親魚保護だけでなく混獲死亡の軽減や選別作業

の効率化、漁獲金額の向上などの効果も期待できる（本尾・山本 1998）。 

 本種の雄は生まれてから漁獲加入するまでに 8.7 年以上と非常に長い期間を要する（前

田・内山 2011、中島 2020、前田・内山 2024、図 2-2）。かご網を用いる漁業の特性上、漁

業情報から漁獲加入前の年級群豊度を予見することが困難であるが、近年は漁獲対象前の
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個体を対象とした調査船調査（桁網調査）によって今後の加入動向を早期から把握するこ

とがある程度可能となった。調査の結果からは、海域によって加入動向が異なることも明

らかになりつつある（図 4-5～4-7、補足資料 4）。特に大臣許可水域のように今後の新規加

入量が大きく低下することが予想されている海域では、近年の加入群を長期的に維持しな

がら利用していくことが重要である。特にベニズワイガニは長命かつ移動性が低いため、

資源の取り残し方策の効果が現れやすい資源であると考えられる。 

 最後に、本系群の分布域の大部分と重複する日韓暫定水域は、日本漁船だけでなく韓国

漁船も操業を行う海域である。しかし、韓国船の漁獲量や努力量、操業水深、漁具の仕様

等に関する情報は開示されていないため、本評価では日本漁船によって漁獲された資源の

みを評価対象としている。韓国のバイ籠漁業によって小型ベニズワイガニが混獲されてい

る実態があるほか（養松・廣瀬 2019）、逸失漁具に大型個体が保持される、いわゆるゴー

ストフィッシング（渡部 2005a、b）が資源に与える影響も懸念される。今後、より効果的

にベニズワイガニの資源管理を行うためには、日韓双方の操業状況を把握し、共同で資源

保護に努める必要がある。 
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図 2-1. ベニズワイガニ日本海系群の分布 

 

 

 

図 2-2. 雄の年齢と甲幅の関係 

伊藤（1976）、鈴木ほか（1983）、Yamamoto et al.（2019）、前田・内山（2024）に基づ

き作成。グラフ中の数字は脱皮齢期。実線は成熟脱皮前の成長を、破線は成熟脱皮後

の成長を示す。成熟脱皮前の個体は第 13 齢以降も脱皮するが、第 14 齢以降の成長は

未解明。赤い点線は漁獲制限サイズを示す。 
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図 3-1. ベニズワイガニ日本海系群の漁場区分図 

 

 

 

図 3-2. 漁獲量の推移 

水域区分は図 3-1 に示した現在の境界による。1992 年以前の韓国漁獲量は不明。 
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図 3-3. 漁獲努力量の推移 

 

 

 

図 4-1. 資源量指標値の推移 

1999 年、2000 年の値は前後の年から線型推定して補完した。 
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図 4-2. 境港（大臣許可水域）水揚げ物の漁場別甲幅組成 
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図 4-3. 富山湾（知事許可水域）における水揚げ物の甲幅組成 

 

 

 
図 4-4. 新潟県上越沖（知事許可水域）における水揚げ物の甲幅組成 

  2024 年は暫定値。  
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図 4-5. 隠岐島西方海域（大臣許可水域）におけるベニズワイガニ雄の現存量指数 

水産資源研究所（但州丸・第六開洋丸）および鳥取県（第一鳥取丸）の桁網調査結果

に基づく。現存量指数は、水深帯ごとに設けられた調査点における甲幅別採集密度に

水深帯別面積を乗じた値を合計して算出した。赤線は漁獲規制サイズ（甲幅 90 mm）

を示す。2006、2017、2023 年は調査実施点数が少なく、過小評価の可能性がある。2013

年と 2016 年は本海域での調査は実施しなかった。 
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図 4-6. 兵庫県香住沖（知事許可水域）におけるベニズワイガニ雄の現存量指数 

兵庫県（たじま）の桁網調査データに基づく。現存量指数は、水深帯ごとに設けられ

た調査点における甲幅別採集密度に水深帯別面積を乗じた値を合計して算出した。赤

線は漁獲規制サイズ（甲幅 90 mm）を示す。 

 

 

 

図 4-7. 富山湾（知事許可水域）におけるベニズワイガニ雄の甲幅組成 

富山県（立山丸）の桁網調査データに基づく。赤線は漁獲規制サイズ（甲幅 90 

mm）を示す。雌雄不明の個体は 0.5 尾とカウントした。  
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表 3-1. 漁獲量の推移（トン） 

 

 

農林統計による青森県～島根県における漁獲量から大臣許可水域における漁獲量を減じた

値を、知事許可水域の漁獲量とした。漁獲成績報告書の漁区により海域を判断した。ただ

し、漁績の提出がないものは知事許可水域に含めた。水域は現在の区分（図 3-1）に依

る。我が国 EEZ 外の大半は日本海北西部海域である。韓国の漁獲量は韓国沿岸および日

韓暫定水域での漁獲の合計であり、本系群の漁獲量には含まれていない。1992 年以前の

韓国の漁獲量は不明である。2023 年は暫定値。 
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表 3-2. 努力量の推移（万かご） 

 

 
我が国 EEZ 外の大半は日本海北西部海域である。 
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表 4-1. 資源量指標値の推移 

 

 

1999、2000 年の値は前後の年から線型推定して補完した。 
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補足資料 2 資源量指標値（標準化 CPUE）の算出方法 

 日本海べにずわいがに漁業漁獲成績報告書（以下漁績）の CPUE（漁獲量 ÷ かご数）の

標準化を行った。標準化した漁績には、日別・許可種別・船別に 1 連ごとの敷設漁区、水

深、かご数、ベニズワイガニ漁獲量（kg）が記載されている。 

 標準化には CPUE の対数を応答変数とする一般化線型モデルを適用した。誤差構造は正

規分布に従うと仮定し、説明変数として年、県、海域（許可水域を 5 水準に細分化したも

の）、水深とそれらの交互作用を設定した。また、漁績には一部かご数が不正確になって

いるデータが含まれているため、正確なデータと不正確なデータを識別する変数「かごバ

イアス」を設けた。AIC 総当たり法によってモデル選択を行った結果、フルモデルが選択

された： 

 log(CPUE) ~ 年 + 県 + 海域 + 水深 + かごバイアス + 年×海域（全てカテゴリ変数） 

 モデル診断において問題が認められなかったため、上式を標準化モデルとして採用した。

年トレンドは、かごバイアスがない水準に補正した年別・海域別の LSMEAN を算出し、海

域別の漁場面積を乗じたのち、許可水域ごとに集計して算出した（補足図 2-1）。95%信頼

区間は非層別ブートストラップ（試行回数 100 回）によって計算した。本手法の詳細は標

準化ドキュメント（FRA-SA2024-SC03-0301）に示した。 

 

 
補足図 2-1. 標準化 CPUE とノミナル CPUE 

比較のため、各指標値をそれぞれの平均値で除して規格化した。網掛けはブートストラッ

プ法により推定された標準化 CPUE の 95%信頼区間を表す（非常に狭いため見えな

い）。 
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補足資料 3 海域別標準化 CPUE と努力量 

 本項では各水域内の海域別（補足図 3-1）の資源状況を比較するために、標準化 CPUE

（補足資料 2）を海域別にまとめた（補足図 3-2、補足表 3-1）。また、全船のデータが得ら

れている大臣許可水域については海域別の漁獲努力量の推移も示した（補足図 3-3、補足

表 3-1）。 

 大臣許可水域では 2010 年ごろから CPUE が低下し続けていたが、2020 年以降は全ての

海域で CPUE が増加に転じた（補足図 3-2）。CPUE の増加の程度は海域によって異なり、

隠岐西方や大和海盆では増加し続けている一方で、大和堆では 2023 年に横ばいとなった。

調査船調査により詳細な加入動向が把握されている隠岐西方海域では、2014 年以降複数年

にわたって卓越年級群が発生したことが明らかになっている（図 4-5）。この年級群が 2020

年以降に漁獲可能サイズに達したため、CPUE が増加したと考えられる。大和堆では隠岐

西方ほどのまとまった加入は認められておらず（補足資料 4）、そのために CPUE の増加が

鈍化したと考えられる。本海域の 2023 年の努力量は前年比で 29％増加しており、今後加

入が少ない中で資源を維持するためには、努力量を低減することが重要である（補足表 3-

1）。 

 知事許可水域ではいずれの海域も 2020 年ごろまでは増加傾向にあったが、直近 3 年は

横ばいで推移している（補足図 3-2）。近年の漁獲対象資源を支えてきた卓越年級群が徐々

に減耗していることが原因と考えられるが、2021 年以降に新たな卓越年級群が発生してい

るため、CPUE の低下は一時的なものにとどまると考えられる（図 4-6、4-7、補足資料 4）。 
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補足図 3-1. 本項の集計に用いた海域の範囲 

 

 

 
補足図 3-2. 大臣許可水域・知事許可水域における海域別標準化 CPUE 

 

 

 

補足図 3-3. 大臣許可水域における海域別漁獲努力量 
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補足表 3-1. 海域別の努力量と資源量指標値の推移 
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補足資料 4 隠岐島西方海域以外の海域における加入動向 

 本系群の分布海域において調査船調査によって長期的に甲幅組成が得られている海域は、

図 4-5～4-7 に示した隠岐西方海域、兵庫沖、富山湾のみであるが、ほかの海域においても

断片的ながら甲幅組成の情報が得られているので、本資料ではその結果を示した。図 4-5

と同一の調査船調査によって得られた大和堆東方、能登西方、白山瀬、佐渡西方（補足図

4-1）の甲幅組成を補足図 4-2 に示す。現存量指数は、図 4-5 と同様に水深帯ごとに設けられ

た調査点における甲幅別採集密度に水深帯別面積を乗じた値を合計して算出した。 

 

大和堆東方（大臣許可水域） 2013 年および 2017 年に甲幅 20 mm 程度のモードが現れた

が、直近の 2022 年や 2023 年にはこの年級群に対応する明瞭なモードは認められず、漁獲

加入への寄与は限定的であったと考えられる。直近 2 年は顕著な新規加入は認められてい

ない。 

能登西方（知事許可水域） 2021 年および 2022 年に、甲幅 10〜20 mm の顕著なモードが現れ

た。近傍の兵庫県香住沖における調査でも、同様の傾向が確認されている（図 4-6）。 

白山瀬（知事許可水域） 能登西方と同様に、2022 年および 2023 年に甲幅 10〜20 mm の顕著

なモードが認められる。また、甲幅 30〜70 mm にも複数の連続したモードが見られる。 

佐渡西方（知事許可水域） 2019 年ごろから甲幅 10〜20 mm のモードが現れ、以後年を追

うごとにモードが大きなサイズへと移動している様子が確認できる。今後これらが順調に

成長すれば、まとまった漁獲加入となる可能性が高い。しかし、2022 年、2023 年は小型個

体のモードが出現していない。 

 

 本系群の卓越年級群の発生のタイミングは海域ごとに異なっている。卓越年級群の発生

機序は明らかになっていないため、本系群の資源管理においては加入動向を早期に把握し、

資源を持続的に利用できるような方策を講じることが重要である。今後、加入量のモニタ

リング結果を有効な資源利用に繋げられるような手法の開発が必要である。 

 

引用文献 

NOAA National Centers for Environmental Information (2022) ETOPO 2022 15 Arc-Second 

Global Relief Model. NOAA National Centers for Environmental Information. 
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補足図 4-1. 調査海域図 

  図中に示した海深は NOAA（2022）を改変した。 
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補足図 4-2. 海域ごとのベニズワイガニ雄の現存量指数 

灰色の塗りつぶしは調査が実施されていないことを、赤線は漁獲規制サイズ（甲幅 90 

mm）を示す。大和堆東方は水深 1,000～2,000 m 帯、能登西方は 1,700～2,000 m 帯、白

山瀬は 500～2,000 m 帯、佐渡西方は水深 1,700～1,900 m 帯のデータを抽出して計算し

た。佐渡西方の 2017～2022 年の 1,800 m 帯、2023 年の 1,700〜1,900 m 帯、能登西方

の 2015 年の 1,700 m 帯と 1,900 m 帯、2021 年の 2,000 m 帯、大和堆の 2017 年と 2022

年の 1,100 m 帯、2023 年の 1,800〜2,000 m 帯がそれぞれ欠測している。  
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補足資料 5 2025 年の算定漁獲量 

（1）漁獲管理規則案 

 「管理基準値等に関する研究機関会議」（令和 4 年 10 月開催）から第 14 回資源管理手法

検討部会」（令和 5 年 5 月開催）へは、本資源に 2 系資源の漁獲管理規則を許可水域ごとに

適用することが提案されている。2 系資源の漁獲管理規則は、基準となる水準に対する資

源量指標値の大小関係に基づき、近年の平均漁獲量から次漁期の漁獲量を計算するための

係数を求める仕組みである（補足資料 6）。資源量指標値に基づく直近年の資源水準が目標

水準を上回る場合は、次漁期の漁獲量を直近 5 年の平均漁獲量よりも増加させるが、目標

水準を下回る場合は、次漁期の漁獲量を平均漁獲量よりも削減する。限界水準よりも下回

る場合は、より大きく漁獲量を削減して資源の回復を促す。提案された本資源の目標管理

基準値（目標水準）は資源水準 80%、限界管理基準値（限界水準）は資源水準 56%である。

目標管理基準値（目標水準）案および限界管理基準値（限界水準）案は、令和 6 年度評価

における大臣許可水域の資源量指標値の 451,093 と 366,784、知事許可水域の資源量指標値

の 460,420 と 401,629 にそれぞれ相当する。 

 大臣許可水域の直近年（2023 年）の資源量指標値は 382,496 であり、その資源水準は目

標管理基準値（目標水準）案を下回った。この資源水準に対応する漁獲量を増減させる係

数（α）は、漁獲管理規則案に基づき 0.91 と算出された（補足図 5-1、5-2、補足表 5-1）。 

 一方、知事許可水域の直近年（2023 年）の資源量指標値は 515,628 であり、その資源水

準は目標管理基準値（目標水準）案を上回った。この資源水準に対応する漁獲量を増減さ

せる係数（α）は、漁獲管理規則案に基づき 1.07 と算出された（補足図 5-4、5-5、補足表 5-

3）。 

 

（2）算定漁獲量  

漁獲管理規則案に基づく漁獲量を増減させる係数（α）は大臣許可水域で 0.91、知事許可

水域で 1.07 である。また、本年度の資源評価結果によると直近 5 年（2019〜2023 年）の平

均漁獲量（C）はそれぞれ 4,896 トンおよび 5,855 トンである。したがって、2 系資源の管

理規則に基づき α×C より算出されるベニズワイガニ日本海系群の 2025 年の算定漁獲量は

大臣許可水域で 4,453 トン、知事許可水域で 6,254 トンとなった（補足図 5-3、5-6、補足表

5-2、5-4）。 
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補足図 5-1. 大臣許可水域の資源量指標値の推移と目標管理基準値（目標水準）案、限界

管理基準値（限界水準）案 

灰点線は、資源量指標値（黒線）に累積正規分布を適用したときの資源水準を示す。

緑破線と黄一点鎖線はそれぞれ目標管理基準値（目標水準）案と限界管理基準値（限

界水準）案を示す。 

 

 

 

補足図 5-2. 大臣許可水域の漁獲管理規則案 

黒線は前年の漁獲量に対する翌年の漁獲量の増減率（α）であり、ABC を算出する際

に基準となる直近の漁獲量の 5 年平均値に乗じて漁獲量を増減させる係数を示す。緑

破線と黄一点鎖線によりそれぞれ示される目標管理基準値（目標水準）案および限界

管理基準値（限界水準）案に対する現状の資源水準の位置関係から、翌年の漁獲量の

算出に用いるべき α が決まる。赤丸は 2023 年の資源水準から定められる α を示す。 
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補足図 5-3. 大臣許可水域の漁獲量の推移と試算された算定漁獲量 

黒実線は過去の漁獲量を、黒丸と黒太線は直近 5 年の平均漁獲量を示す。現状の資源

量指標値から次期 ABC を算出するとした場合、赤丸が直近 5 年の平均漁獲量と漁獲

量に乗じる係数から計算される 2025 年に予測される算定漁獲量（ABC 試算値）とな

る。 

 

 

 
補足図 5-4. 知事許可水域の資源量指標値の推移と目標管理基準値（目標水準）案、限界

管理基準値（限界水準）案 

灰点線は、資源量指標値（黒線）に累積正規分布を適用したときの資源水準を示す。

緑破線と黄一点鎖線はそれぞれ目標管理基準値（目標水準）案と限界管理基準値（限

界水準）案を示す。 
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補足図 5-5. 知事許可水域の漁獲管理規則案 

黒線は前年の漁獲量に対する翌年の漁獲量の増減率（α）であり、ABC を算出する際

に基準となる直近の漁獲量の 5 年平均値に乗じて漁獲量を増減させる係数を示す。緑

破線と黄一点鎖線によりそれぞれ示される目標管理基準値（目標水準）案および限界

管理基準値（限界水準）案に対する現状の資源水準の位置関係から、翌年の漁獲量の

算出に用いるべき α が決まる。赤丸は 2023 年の資源水準から定められる α を示す。 

 

 

 

補足図 5-6. 知事許可水域の漁獲量の推移と試算された算定漁獲量 

黒実線は過去の漁獲量を、黒丸と黒太線は直近 5 年の平均漁獲量を示す。現状の資源

量指標値から次期 ABC を算出するとした場合、赤丸が直近 5 年の平均漁獲量と漁獲

量に乗じる係数から計算される 2025 年に予測される算定漁獲量（ABC 試算値）とな

る。 
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補足資料 6 2 系資源の漁獲管理規則について 

2 系資源の管理規則における漁獲管理規則（HCR）は、資源を目標水準（BT）の周辺に

推移させるように、直近年（t 年）の資源量指標値の水準（Dt）が目標水準を上回る場合は

漁獲量を増加させ、下回る場合は漁獲量を削減させる。次漁期に推奨される漁獲量（すな

わち ABC）は、直近の資源量指標値の水準に対応する係数（漁獲量を増減させる係数 α）

を漁獲管理規則により設定し、これを現状の漁獲量（近年の漁獲量平均値）に乗じること

で求める（下式 1）。限界水準（BL）を下回った場合には、資源量指標値を目標水準により

早く近づけるように α を大きく引き下げる。禁漁水準（BB）を下回った場合には、漁獲量

を 0 とする。係数 β はこの漁獲管理規則で算出される漁獲量全体を調整する係数であり通

常は β=1 とする。 

 

ABC = αt ·β ·Cഥt = exp [kt (Dt - BT)] ∙ β ∙ Cഥt       (1) 

 

ここで、kt は、以下の通りとなる。 

kt = 

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧

 

  δ1                                                                ・・・ Dt  >  BL

δ 1 + δ 2 exp ൣδ3log൫AAVt
 2 + 1൯൧

BL - Dt

Dt - BB
                    ・・・ BB  <  Dt  ≤  BL

∞                                                                  ・・・ Dt  ≤  BB

   (2) 

漁獲量の増減速度は、調整係数 δ1、δ2、δ3 による。ここで δ2 は資源が少ない場合（BB < Dt 

≤ BL）に漁獲量を削減する速度に関する係数、δ3は下式 3の資源量指標値 Iの年変動（AAV）

が大きい場合に漁獲量を抑える係数である。 

AAVt = 
1

N
 ∑

2 |Iu  - Iu-1|

Iu + Iu-1

t
u = 1          (3) 

直近 t 年の資源量指標値 I の水準 Dt は資源量指標値に累積正規分布を適用することにより

0〜1 の値として計算される（下式 4）。 

Dt = ∫ φ ቂx - E(I)
SD(I)

ቃ dx
It

-∞
          (4) 

ここで φ は標準正規分布、E(I)は資源量指標値の平均値、SD (I)は資源量指標値の標準偏差

である。 

 「令和 6（2024）年度漁獲管理規則および ABC 算定のための基本指針（FRA-SA2024-

ABCWG02-01）」（水産研究・教育機構 2024）では 2 系資源の基本の漁獲管理規則として、

BT は 80%、BL はその 7 割の 56%、BB は 0%とし、調整係数（δ1、δ2、δ3）にはそれぞれ 0.5、

0.4、0.4 を用いるとされている。これらのパラメータを用いた漁獲管理規則は、改正漁業

法の施行前に用いられていた ABC 算定規則 2-1）（水産庁, 水産研究・教育機構 2024）で

の漁獲管理規則よりも資源保護の効果が高く、かつ安定した漁獲量が得られることが、様々

な資源状態を考慮した一般的なシミュレーション（MSE）で確認されている。本資源の漁

獲シナリオでも、上記の基本の漁獲管理規則を用いることが管理基準値等に関する研究機

関会議資料にて提案されている。 
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